
薩摩川内市の次世代エネルギーの
取組について（モビリティ）

令和５年４月２１日

薩摩川内市

経済シティセールス部 産業戦略課
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産業戦略課の歩み

■平成２３年１０月 企画政策部 新エネルギー対策課 設置

■平成２５年 ３月 「次世代エネルギービジョン」「行動計画」 策定

■平成２９年 ３月 「次世代エネルギーのまち・地域戦略ビジョン」策定

■平成２９年 ４月 商工観光部 次世代エネルギー課 へ所属・名称変更

■令和 ３年 ４月 産業戦略課 へ名称変更

■平成２６年 ２月 総合運動公園太陽光発電所 運転開始

■平成２６年１０月 薩摩川内市スマートハウス 公開開始

■平成２７年 ６月 小鷹水力発電所 運転開始

■平成２７年１１月 「甑島蓄電センター」「甑島・浦内太陽光発電所」完成

■平成２８年 ３月 川内駅次世代エネルギー設備 完成

■令和 ３年 １月 「ＳＳプラザせんだい（川内駅コンベンションセンター）次世代エネ
ルギー設備」完成

詳細な、「次世代エネルギーに関する取組みの歩み」は参照

主な次世代エネルギー施設の完成・運用開始
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① それまでには無かった「新エネルギー対策課」を企画政策部に新設しました。

② 市長からの依頼、様々な方々の協力を得て、経済産業省から対策監級（部長職）で出向者を迎
えるなど人的体制の整備を行いました。

③ 実効性があり価値のある「次世代エネルギービジョン・行動計画」の策定と、いくつかのプロジェ
クト推進のための予算を優先的に付けるとともに、国補助も積極的に受けられるようにしました。

市長の決断により組織改編（平成２３年度時点）
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① 各都市で策定した新エネルギービジョン等を見て、新エネルギー対策監、課長などメンバーでお
話ししました。「本市の次世代エネルギービジョン・行動計画は、本市で実際にやることを想定し、
特徴のあるものにしよう！」。

② 実効力がある計画を作るためには、計画を一緒に取り組んで行こうとする事業者等の存在が不
可欠で、多くの中小企業は、まだ事業性が不明なことへの投資が難しいことから、特に市内に
立地する大手の企業を回り、計画策定及び事業推進への協力を呼びかけました

③ 国の委員会に名を連ねる権威のあるメンバーと、地元の多様なメンバーで構成された策定委員
会の設立と、実践を想定して参加頂いた企業から構成される協議会、②の呼びかけに呼応して
構成される協議会幹事会に対して、事務局が中心になって様々な働きかけを行い、ビジョン・計
画策定を進めるとともに、具体的な事業の弾づくりも同時に進めて行きました。

プロジェクト推進の体制構築（平成２４年度時点）
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薩摩川内市

企画政策課 財産活用推進課

交通貿易課

環境課

財政課

農政課

水道工務課
次世代エネルギー
導入促進協議会

<発起人>

次世代エネルギービジョン策定委員会

新エネルギー対策課

九州電力 富士通

都市計画課

【新エネルギー対策ＰＪチーム】

京セラ鹿児島川内工場 三菱重工業

中越パルプ川内工場 三菱電機

鹿児島大学

地元関連企業 地元まちづくり関係者

有識者

川内商工会議所薩摩川内市商工会

協議会幹事会

協議会参加数
67企業・団体（平成28年3月時点）

林務水産課 商工政策課

観光・シティセールス課

建築住宅課

教育総務課

学識経験者

※プロジェクト推進の体制



次世代エネルギーウェブサイトをご覧ください。
超スマート！薩摩川内市

～みんなで創るエネルギーのまちの未来～
http://jisedai-energy-satsumasendai.jp/

平成２５年３月 完成！
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国の動き ＋ 課題の抽出 ⇒ 本市の取り組み

エネルギーのまちで
ある本市における次
世代エネルギーの積
極的利用とエネル
ギーの賢い使い方
の必要性

薩摩川内市の課題
・少子高齢化の進展
・買い物や通院等移動手段の課題
・若者の雇用確保
・本市の緊縮財政

：

施策の効率性や効果の必要性

国の動き
・日本再生戦略

グリーン成長戦略
・革新的エネルギー・環境戦略
・エネルギー基本計画

：

需給両面の取り組みの必要性

（1）薩摩川内市をとりまく現状と今後の流れ

（2）方向性
 国のエネルギー政策、本市総合計画及び地域成長戦略との整合性を確保します。

 今後の成長の柱となる次世代エネルギー分野と他の主要分野をつないで、幅広い世

代の市民の要望を踏まえた施策を実施します。

 課題を解決するため方向性を明確にする３つの取り組み方針は以下のとおりです。

＜取り組み方向性＞
① 安全・安心・快適な市民生活の実現（市民生活）
② エネルギー源と地域資源を有効に活用した産業の振興（産業活動）
③ エネルギーのまちとして充実した基盤の整備（都市基盤整備）

次世代エネルギービジョン①
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① 今後１０年の間に取り組むべき具体的な方策について、具体的取り組み例に整理しました。
② これを踏まえ、関連事業をより詳細に記載した「行動計画」を策定しました。

薩摩川内市
次世代エネルギービジョン

1. ビジョン策定の背景と目的

2. 我が国のエネルギー政策の
改革の方向性

3. 薩摩川内市におけるエネル
ギー消費の現状と次世代エネ
ルギー導入可能性

4. 次世代エネルギーを巡る市民
や企業の意識

5. 薩摩川内市が抱える課題

6. 次世代エネルギーを活用した
取り組みの方向性

7. 具体的取り組み例

8. ビジョンを踏まえた薩摩川内
市の未来像

市民生活

産業活動

都市基盤
整備

テーマ１ ：エネルギーの使い方に着目した高齢者等への生活支援
サービスの実現

テーマ2 ：市民と地域の交流を促すスマートアクセスの実現

テーマ3 ：エネルギーの使い方にも配慮した生活様式の確立

テーマ4 ：エネルギーの市民意識の向上

テーマ5 ：市民の活力によるエネルギーの自給自足モデルの構築

テーマ6 ：市内資源を活用した地域型産業の振興

テーマ7 ：本市農林水産力の向上

テーマ8 ：本市特有の観光スタイルの創出と育成

テーマ9 ：次世代エネルギーの効果的な導入に関する技術研究
及び仕組みづくり

テーマ10：立地環境等を踏まえたエネルギーの賢い使い方に関する
仕組みづくり

各テーマ
との連動

未来像－10～20年後の「ありたい姿」

1 ．市民生活の快適性や市民意識等の向上

2 ．関連産業の集積と産業活動の効率性等の向上

3 ．次世代エネルギーの導入促進

4 ．既存エネルギー源も含めたまちづくりにおける新しいエネルギーの使い方の浸透

行動計画（ 10年程度の時間軸を念頭に作成）

課題は
７つに整理

取り組みの方向性や
テーマは

課題と密接に連動

次世代エネルギービジョン(Ｈ25.3策定)の「具体的取組」と「行動計画」
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事業内容：次世代エネルギービジョン・行動計画に掲げる「行政と市民のパートナーシップの
構築」を進めるため、幅広い市民層への理解促進や普及啓発を図るとともに、今後の市民
参画による政策の実現に向けた契機とするため、平成２５年度から毎年１回程度、フェアや
シンポジウムなどのイベントを実施。

「生涯学習フェスティバル」や「わくわくお仕事博覧会」と併せて開催し「体験」「実感」
する機会の提供、関連企業製品等展示、エネルギー学習会 など多角的な普及啓発事業
を行うもの（※令和元年度の来場者数：約５千人 出展者数： ２３団体）

eスポーツイベント 電気で走る乗り物試乗会

親子エネルギー・工作教室

展示・体験コーナー

１. 次世代エネルギーフェア
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（制度内容）

★ 電気自動車・PHV
システム設置１件につき蓄電池容量１kWhあたり２万円（上限１０万円）

＋太陽光同時設置の場合 蓄電池容量１kWhあたり３万円（上限２０万円）

★ 電動アシスト自転車
車体の１／３（上限３万円） ※自動車免許をもっている方

★ 電気自動車等充電設備
国の補助金交付金額の１／２（上限５０万円）

２. 地球にやさしい環境整備事業補助金
事業内容：温室効果ガス排出量削減及び次世代エネルギー利用促進を図るため、また、災害に強

いまちづくりのため、創エネ・蓄エネ・省エネ設備等を導入する市民に対して導入経費の一部を
補助。

平成２３年度から、対象設備の拡充・見直しを行い、令和２年度は住宅用太陽光発電設備、電
気自動車等、 電気自動車等充電設備、蓄電システム、ＨＥＭＳ設備、電動アシスト自転車、家庭
用燃料電池、ＺＥＨ住宅補助、超小型モビリティ（９設備）に対して補助。

令和３年度からは、よりニーズの高い設備への投資効果を高めるため、住宅用太陽光発電設
備、蓄電システム、ＺＥＨの３設備に対して補助を実施。

● 平成２３～令和２年度（１０年間）実績
電気自動車・ＰＨＶ １４０件 ２３，９２６，０００円
電動アシスト自転車 ６５８件 １９，４０８，０００円
電気自動車等充電設備 ２件 １，０００，０００円

8



３. 公用車ＥＶ（電気自動車）導入事業

① 実施期間：平成２６年１２月～令和元年１２月 ５年リース

② 事業内容：電気自動車の普及及び『エネルギーのまち』を積極的にＰＲするため、維持費
や保険料等を含むリース方式により公用車として電気自動車を導入。

本庁に２台(e-NV200)、本土４支所（樋脇、入来、東郷、祁答院）に各２台ずつ(ミニキャブ・
ミーブ) 計１０台導入した。

イベントでの活用の様子
（マイク電源）

薩摩川内市 リース会社

ミニキャブ・ミーブ

リース契約

ｅ-ＮＶ２００（※自治体としては九州初）
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壁面取付タイプ
（３ヵ所）

長浜港普通充電スタンド

里支所普通充電スタンド

全長：約３５ｋｍ
面積：約１１９ｋ㎡
海岸延長：

上甑島 ８１．１ｋｍ
中甑島 １７．４ｋｍ
下甑島 ８４．８ｋｍ

４. 甑島ＥＶ（電気自動車）レンタカー導入実証事業【事業終了】

① 実施期間：平成２５年度～平成２７年度 〖実績：９７４回〗

② 事業内容：甑島のエコアイランド化を目指し、本市特有の観光スタイルの創出と育成を図ることを
目的に、その可能性を追求するため、ＥＶ（電気自動車）レンタカーを導入し、走行距離や履歴、
電池残量等の各種データ等の収集を行い、本土地域への導入もあわせて検討。

支所や島内レンタカー業者との協議や車両航送を経て、平成２５年８月１日から平成２８年３月まで
実証を行った。

10

※ 甑島に電気自動車を３台導入し、オンシーズンや休日はレンタカー
として、オフシーズンや平日等は市の公用車として活用。

※ 実証期間の最終的なシェアリング（公用車・レンタカー）実績は、
９７４回。（H25.8月～H28.3月）

【導入車両】
三菱自動車工業㈱
i-MiEV（アイミーブ）
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５. 超小型モビリティ導入実証事業【事業終了】

“電欠リレーマラソン”
（Ｈ25.8 甑島）

※これまでの甑島での観光客やビジネス客へのレンタル実績は
2,905回（R2.7月末現在） ※レンタル価格¥1,000/2h

下甑島に９台配置

《下甑町（８台）》
①観光物産協会：２台
②支所：１台
③地区コミ：５台
《鹿島町（１台）》
①支所：１台

上甑島に６台配置
《里町（５台）》
①観光物産協会：４台
②地区コミ：１台
《上甑町（１台）》
①地区コミ：１台

① 実施期間：実証事業 平成２５年８月～平成２８年６月 【共同実証企業：日本工営】
公用車等使用 平成２８年７月～令和２年７月

② 事業内容：国土交通省の補助事業を活用して、甑島に超小型モビリティを２０台導入し、支所、
レンタカー業者、地区コミ、市民モニター等による実証実験を通じて、市民生活の利便性
向上を図るため、平成２５年８月から島のブランド向上とエコアイランド化に向け、走行距離
や履歴、電池残量等の各種データ等の収集による実証を行った。

平成２７年７月からトヨタ車体㈱と連携し、本土地域での事業者等による社会実証を行った。

平成２８年７月から令和２年７月まで、甑島地域の地区コミ、物産協会、各支所で公用車と
して活用した。

【導入車両】トヨタ車体㈱
ＣＯＭＳ（コムス）

本土に５台配置 （Ｈ27.7）

水平展開
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６. 電気自動車充電インフラ整備事業

① 実施期間：平成２７年５月～

② 事業内容：今後の電気自動車の普及拡大に必要となる充電インフラについて、市が主体
となって市役所等の公共施設ほか、民間事業者と連携して、商業施設等への充電イン
フラを整備。

平成２７年度に市役所（本庁・樋脇支所・東郷支所・祁答院支所）、総合運動公園、川内
港、臥竜梅の里「清流館」、 川内駅東口広場の市内８ヵ所に、平成３０年３月に里港と
長浜港に急速充電器を設置。

整備にあたっては、国（経済産業省）の補助や自動車メーカー４社の支援を受けるこ
とで、維持費用も含めて最大限の事業費縮減を図っている。

自動車

ユーザー

充電

インフラ整備

充電インフラが整備
されることでＥＶへの

不安や懸念排除

行政が先導的に
ある程度のインフラ

整備を担う

ＥＶの普及と充電器の整備は
車の両輪の関係 !!

市役所本庁舎に設置した電気自動車用急速充電器

※合同会社 日本充電サービス（NCS）のネットワークに
加盟することで、統一的な課金を実施。 12



① 実施期間：平成２９年４月～令和２年３月

② 事業内容：住友商事㈱と共同で、定置型蓄電池より経済性の高いEVのリユース蓄電池
システムを活用した実証事業を行う上甑島に同社、日産自動車㈱との共同で
電気自動車（e-NV200）４０台を平成２９年４月に導入。

導入車両は日産自動車㈱から公募により選定したＰＲモニター（貸与先事業者）に３年
間無償貸与され、貸与者は、普通充電器の設置、任意保険の加入、アンケートや取材
等への対応、情報発信やＰＲ等の実証事業に参加した。観光や商業、農業、水産加工
業、教育、福祉等の様々な業種やニーズに活用され、島のブランド化を目指して実施。

４０台の電気自動車の導入により、甑島は、島内を走る電気自動車に搭載され
ている蓄電池と同じ蓄電池を定置型の蓄電池として再利用するという一連のサイ
クルを“実感”できる「みらいの島」としてＰＲした。

無償貸与期間終了後も１７台(買取１３台 有償リース４台）が活用されている

７. こしき島「みらいの島」共同プロジェクト【事業終了】

（右） 今回４０台導入した日産e-NV200と
本プロジェクトのロゴ

（左下） 車両の導入披露式での岩切市長
の挨拶
（左上） 九州日産㈱馬場代表取締役社長
からの鍵の贈呈
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８．川内駅～川内港シャトルバス（電気バス）導入事業【事業終了】
① 実施期間：平成２６年４月～平成３１年３月

② 事業内容：平成２６年春の本土と甑島を結ぶ高速船の就航に合わせ、国土交通省の補助事
業を活用し、川内駅～川内港待合所間のシャトルバスとして電気バスを導入。

車体の供給事業者は三菱重工業㈱、運行事業者は南国交通㈱に決定し、高速船の就航
に合わせ、平成２６年４月２日から平成３１年３月末まで路線バスとして運行。

【走行距離： 136,393km】

災害時には電源としても活用することも想定し、平成２６年５月に開催された防災訓
練において、避難所の設営・運営を実施した。

路線バス運行終了後は、災害時の非常用電源として活用できるよう、定置場所を総合運動
公園第４駐車場に移し、災害に備えていた。

【R2.5.10 川内青年会議所主催 せんドラマーケットでも電源として活用。】

低床ノンステップバス

高速船ターミナル 川内駅

災害時には『非常用電源』として

活用。

総合運動公園
第４駐車場

「高速船 甑島」
（水戸岡鋭治氏デザイン） （防災訓練での活用）
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導入経緯

・国土交通省の補助事業活用で、市の負担が約１，３００万
円と安価で購入できたこと。

・電気バスはCO2 を出さないクリーンエネルギーであり、地
域公共交通の低炭素化を推進するなど、本市の次世代エ
ネルギーのまちづくりに合致していたこと。

・電気バスは１００kwで、大型バッテリーを備えていることか
ら、大規模災害時に、緊急電源設備として活用できること。

・甑島地域の観光振興



統一デザインの甑島観光ルート

高速船甑島 高速船ターミナル 電気バス 川内駅・新幹線

川内駅

甑島
川内港



17

運行実績

運行実績

・５年間で約１３１，０００㎞を走行

・予定していた稼働日数のうち、約３０％が運休

項目 単位 H26 Ｈ27 H28 H29 H30※ 合計

総走行距離 ㎞ 42,318 67,644 105,133 124,871 131,678 131,678

年度内総走行距離数 ㎞ 42,318 25,326 37,489 19,738 6,807 ー

運行日数 日数 324 199 315 154 54 1046

運行便数 便 2,706 1,686 2,604 1,258 434 8,688

運行予定便数 便 2,958 2,952 2,984 2,232 640 11,766

運行率 ％ 91% 57% 87% 56% 68% 74%

※H30は８月末までの実績



超スマート！薩摩川内市
～みんなで創るエネルギーのまちの未来～

http://jisedai-energy-satsumasendai.jp/

次世代エネルギー
フェイスブック

https://www.facebook.com/JisedaiEnergySatsumasendai

ご清聴ありがとうございました


